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1．サンプリングアンケート （本編 p.30） 

 

 家庭及び事業者におけるエネルギー使用量や再エネ・省エネの取組の現状を把握す

るため、サンプリングアンケートを実施した。 

 

①住民向けアンケートの項目（エネルギー消費量）と記入例 
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②住民向けアンケートの項目（環境意識） 
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③事業者（農業者・漁業者除く）向けアンケートの項目と記入例 
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④農業者向けアンケートの項目と記入例 
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⑤漁業者向けアンケートの項目と記入例 
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2．住民向けアンケートの集計・分析結果（本編 p.32） 

 住民向けアンケートは町内全世帯に配布し、うち 261 世帯から回答を得た。そこで得

られたエネルギー使用量の実績値を用いた拡大推計により、家庭部門の二酸化炭素排出

量は 14,400 t-CO2と推計された。 

 

家庭部門での使用エネルギー別二酸化炭素排出量 

 

 

 環境省自治体排出量カルテにおける二酸化炭素排出量は 12,070 t-CO2 であり、アン

ケート調査では、北海道の統計情報に比べて回答世帯のオール電化率が高く(詳細後述)、

電力消費量が大きかったことなどが推計値との差として表れていると考えられる。 

 その他、アンケートの集計・分析結果は以下のとおり。 

 

①世帯人数比率 

 2019 年の国勢調査と比較して、単身世帯の割合が低くなった。 

 

 

 

LPG 灯油 ほくでん 新電力 二酸化炭素排出量 合計

エネルギー使用量 76 t 1784 kL 16,109,826 kWh 99,182 kWh

二酸化炭素排出量 227.39 t 4443.23 t 9682.01 t 46.92 t
14,400 t

世帯人数 合計 1 2 3 4 5 6 7～

世帯数 2319 805 708 385 213 111 50 47

割合 100% 35% 31% 17% 9% 5% 2% 2%

世帯人数 合計 1 2 3 4 5 6 7～

世帯数 261 58 86 63 27 15 8 4

割合 100% 22% 33% 24% 10% 6% 3% 2%

統計

今回
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②一戸建て率（＝持ち家率） 

 2019 年の国勢調査と比較して、一戸建ての世帯の比率が高くなった。 

 

 

 

③回答世帯のオール電化率 

北海道の統計情報に比べアンケート回答世帯のオール電化率が高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④LED導入割合について 

 令和 2 年度 家庭部門の CO2排出実態調査の数字（一部でも LED を導入している世

帯）と今回のアンケート回答の比較では、浜中町の LED 導入量は平均より少ないこと

が表れている。 

 

 

 

 

 

 

 

有効回答 254 ー 2,264 ー

一戸建て 218 86% 1,776 78%

集合 36 14% 488 22%

今回 統計

有効回答 191

オール電化 47

率 25%

統計 10%

有効回答 261

LED導入済 161

LED未導入 100

LED化率 62%

※統計 70%
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⑤電力の購入先について 

 経済産業省 電力・ガス取引監視等委員会公表、令和 4 年 4 月時点での電力取引の状

況によると、北海道の家庭（低圧利用）での新電力利用率は 20％程度となっている。一

方、今回のアンケートの結果から、浜中町での新電力利用率は 9％であり、新電力の利

用率は平均よりも低い結果となっている。 

 

  

 

⑥その他省エネ家電の導入世帯数について 

 各家電において省エネ性能の高いものへ今後置き換えていくポテンシャルがある。 

 

⑦次世代自動車の導入割合について 

 北海道庁公開データ（令和 3 年度）によると、北海道での次世代自動車（EV 車やハ

イブリッド車）の導入率は 9％程度となっている。一方今回のアンケート回答では 18％

（593 台中 109 台）となっており、浜中町の次世代自動車導入率は平均より高い結果に

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

北海道

有効回答 203 ー ー

ほくでん 184 91% 80%

その他 19 9% 20%

今回

回答総車両数 596 100%

EV 4 1%

PHEV 0 0%

ハイブリッド 106 18%

合計 110 18%

北海道 ー 9%
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⑧太陽光発電導入割合・導入希望 

 今回のアンケート回答では、太陽光発電の利用者は 9％となり、そのうちの 14 件が

発電電力を自家利用していた。 

 太陽光発電の導入に関しては、好意的な意見（予定している、したい、補助があれ

ば導入したい）は回答の 15％、否定的な意見（予定なし、したくない）が 85％であ

った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

有効回答 238 100%

導入している 21 9%

導入していない 217 91%

14

3

4無回答

自家利用している

自家利用していない

有効回答 218 100%

予定している 2 1%

したい 8 4%

補助があれば 22 10%

予定なし 175 80%

したくない 11 5%
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3．住民向けアンケート（環境意識）の集計・分析結果 （本編 p.32） 

 

 

 

取組についての質問（問 3～5）では、内容が具体的になるにつれ前向きな回答が少

なくなった。問 6、問 7 の回答では、再生可能エネルギーについて町内での関心が高

いことが分かる。ただし、ここでの興味・関心については、ポジティブなものばかり

でなく、町内に設置されている再エネ関連施設の現状を踏まえてネガティブなものも

含まれると考えられる。問 9、問 10 の自身や浜中町への影響についての質問に対し

て、どちらも「わからない」が 49％で最も多い回答となった。メリット、デメリット

を含めて、脱炭素の取組等に関する情報発信が必要である。  
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4．事業者向けアンケートの集計・分析結果 （本編 p.32） 

 事業者向けアンケートは町内の全事業者に配布し、うち 86 事業者から回答を得た。

そこで得られたエネルギー使用量の実績値を用いた拡大推計により、各部門の二酸化炭

素排出量を推計した。 

 

 その他、アンケートの集計・分析結果は以下のとおり。 

 

①LEDの導入有無及び導入意向 

LED 導入に関しては多くの事業者がすでに LED を導入しており、引き続きの導入

意向も確認できた。 

●導入有無 

 

 

●導入意欲 

 

 

 

 

  

回答数
二酸化炭素排出量推計結果

（千t-CO2）

8　事業者 19.85

5　事業者 2.19

酪農 16　事業者 14.85

漁業 18　事業者 6.76

林業 ― ―

業務その他部門 39　事業者 5.92公務以外
※

オリジナル推計

建設業・鉱業

農林水産業

産業部門

製造業

有効回答 78 100%

導入している 57 73%

導入していない 21 27%

有効回答 67

予定している 19

したい 13

補助があれば 17

予定なし 18

したくない 0
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②設備機械の買い替え時における省エネ性能の位置付け及び導入意向 

 省エネ性能に関しては機器類の更新時には検討項目になっている事業者が多かっ

た。実際の導入にはコスト面での負担が大きいのか、補助制度などがあれば導入した

いという意見が半数近くあった。導入については「予定がない」と回答した事業者が

多かった。 

 

●検討の有無 

 

 

 

 

 

 

●導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

③事業者所有車の EV等の割合及び導入意向 

 一部事業者では PHEV、ハイブリッド車が導入されていた。設備などに比べると導

入に対しては否定的な意見が多かった。 

 

●導入の有無 

 

 

 

 

 

回答総車両数 320 100%

EV 0 0%

PHEV 1 0%

ハイブリッド 16 5%

合計 17 5%

有効回答 74

優先項目にしている 19 26%

検討項目にしている 44 59%

他の項目を優先している 4 5%

検討対象にしていない 7 9%

有効回答 74

予定している 5 7%

したい 12 16%

補助があれば 34 46%

予定なし 23 31%

したくない 0 0%
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●導入意向 

 

 

 

 

 

 

 

 

④「ゼロカーボンシティ宣言」や脱炭素の取組、再生可能エネルギーの導入は事業にど

のような影響があるか 

 40％の事業者が自身の事業への影響について「わからない」と回答した。事業者向

けの情報も不足していると考えられ、町だけでなく、国や道の補助制度、取組目標な

ど、事業者の積極的な行動を促す情報発信が必要ではないか。なお、「わからない」を

除くと「とてもいい影響がある」「良い影響がある」との回答が過半数になった。 

 

 

 

  

有効回答 44 100%

予定している 2 5%

したい 2 5%

補助があれば 9 20%

予定なし 29 66%

したくない 2 5%

無回答 0 0%
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5．省エネモデル（AIM〈環境研〉モデル）の設定 （本編 p.34） 

 

①条件設定 

 

 
 

 省エネモデルの策定にあたり、表のような条件を設定した。なお、各種計算において

は、『「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令

和 4 年 3 月）』及び『「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現

方策に係る参考資料(Ver1.0 令和 3 年 3 月 環境省)』、国立環境研 AIM プロジェクト

チームの『2050 年脱炭素社会実現の姿に関する一試算」』及び『2050 年脱炭素社会実

現に向けたシナリオに関する一分析』をもとに行った。 

 なお、廃棄物分野については、「一般廃棄物処理事業実態調査結果の概要（令和元年

度実績）」（北海道）において、道民 1 人１日あたりのごみ排出量が過去 10 年で約 7％

減少していることを踏まえて、今後も同程度のごみの減量化に取り組むこととして設定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境研モデル

産業部門 環境研モデル推計変化量

業務その他部門 環境研モデル推計変化量

家庭部門 環境研モデル推計変化量

運輸部門 環境研モデル推計変化量

廃棄物分野 10年で7％減量の変化率を元に
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②産業部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 

 

産業部門においては、産業用ヒートポンプなどの普及拡大により、2050 年には 2018

年と比較して、エネルギー消費量が 22～33％ほど減ることが見込まれる。  
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③業務その他部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 

 

業務その他部門においては、LED 化 100％や断熱建築物の普及などにより、2050 年

には 2018 年と比較して、エネルギー消費量が 51％ほど減ることが見込まれる。 
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④運輸部門の省エネの将来像 

 

 

 

 
出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 

運輸部門においては、電動自動車(BEV や FCV)の普及拡大により、2050 年には 2018

年と比較して、エネルギー消費量が 74～79％ほど減ることが見込まれる。  



21 

 

⑤家庭部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 

 

家庭部門においては、LED や高断熱住宅の普及拡大や暖房・給湯の電化により、2050

年には 2018 年と比較して、エネルギー消費量が 53％ほど減ることが見込まれる。  



22 

 

⑥家庭部門で導入が見込まれるエネルギー管理システム・高断熱住宅 

 

 
出典：資源エネルギー庁 『家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬』 

 

 

出典：(左図)資源エネルギー庁 『家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬』 

(右図) 環境共創イニシアチブ 『2020 年の経済産業省と環境省の ZEH（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス）補助金について』 

 

家庭部門における省エネ化の中に、上記の HEMS のようなエネルギー管理システム

や ZEH のような高断熱住宅の普及拡大が見込まれている。 
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6．「ゼロカーボン北海道」実現に向けた取組 （本編 p.46） 

 

 2050 年ゼロカーボン実現に向けた国の「地球温暖化対策計画」に示されている対策・

施策や削減目標を踏まえ、北海道は 2021（令和 3）年 3 月に第 3 次「北海道地球温暖

化対策推進計画」を策定し 2030 年までの計画を策定した。この計画で 2050 年ゼロカ

ーボンに向けて道民、事業者と認識を共有し、機運醸成や行動喚起を図り、道筋を構築

していく期間と位置付け、それ以降、より一層加速度的に温室効果ガス排出量を削減す

るための土台を築く重要な期間としている。 

 

出典：北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次） 

北海道は、独自の取組として 2030 年度の温室効果ガス排出量の削減目標（中期目標）
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を、2013 年度比で 48％削減と設定している。北海道が有する豊かな自然や地域資源を

利用した再生可能エネルギーと広大な森林などの吸収源の最大限の活用により、脱炭素

化と持続可能な地域づくりを進める。 

 

 

出典：北海道地球温暖化対策推進計画（第 3 次） 
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7．国による省エネ施策の浜中町への影響 （本編 p.46） 

 

 

 

 

 2021（令和 3）年 10 月に閣議決定された、「地球温暖化対策計画」とその計算根拠の

参考資料として公開されている「地球温暖化対策計画における対策の削減量の根拠」、

および資源エネルギー庁「2030 年度におけるエネルギー需給の見通し（関連資料）」か

ら、浜中町に影響のあると思われる対策・施策を抽出し、各部門分類に対応する活動量

を用いて国の活動量と浜中町の活動量から省エネ量の案分を行った。 

 

 

  

部門 分類 対策内容

高効率空調の導入

産業ヒートポンプ導入

産業用照明の導入

低炭素工業炉の導入

産業用モータ・インバータ導入

業種間連携省エネの取組推進

エネマネ 徹底的なエネルギー管理の実施

食品製造 食品ロス削減によるエネルギー使用量減

建設 ハイブリッド建機などの導入

省エネ農機の導入

省エネ漁船への転換

省エネルギー化(新築)

省エネルギー化(改修)

給湯 業務用給湯機の導入

照明 高効率照明の導入

空調 冷媒管理技術の導入

動力 トップランナー制度等による機器の性能向上

エネマネ 業務部門の徹底的なエネルギー管理

全般 国民運動(クールビズ、ウォームビス)の推進

省エネルギー化(新築)

省エネルギー化(改修)

給湯 高効率給湯機

照明 高効率照明の導入

空調 トップランナー制度等による機器の性能向上

動力 浄化槽の省エネ化

省エネ情報提供を通じた徹底的なエネルギー管理

国民運動(クールビズ、ウォームビズ)の推進

燃費改善と次世代自動車の普及

その他運輸部門対策
運輸 旅客及び貨物

農林水産

全般

産業

業務その他

建築物

住宅

家庭

エネマネ
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8．2050 年度の再エネ導入目標 （本編 p.48） 

 2050 年度の再エネ導入目標の総量は、省エネモデル（AIM モデル）での CO2排出量

から電力排出係数の低下による削減分を差し引いた 46,004 t-CO2相当分と算定される。 

 また、再エネ種別の導入目標は、計画第 5 章 3（１）で示した考え方をもとに、以下

のとおり設定する。 

 

①太陽光発電（建物系） 

 津波浸水域内、統廃合予定のものを除いた公共施設、また、住宅屋根の導入ポテンシ

ャルの 80％相当を活用する。CO2排出量削減効果は 5,439 t-CO2である。 

 

②太陽光発電（土地系） 

 ゼロカーボン達成に必要な再エネ電力量を土地系の太陽光発電で賄うという考え方

のもと、町内の避難施設周辺をはじめ未利用地や町有地 78 ha に太陽光発電施設を整備

する。また、発電した電力を公共施設や公共車両をはじめ町内で効果的に利用していく

仕組みの構築とともに、FIT 期間が終了した既存の太陽光発電施設の最大限の活用を図

る。CO2排出量削減効果は 32,117 t-CO2である。 

 

③風力発電 

 景観・環境への影響について配慮の上、設備容量 2 MW の風力発電施設を新設する。

発電施設近くへの需要施設の整備、地域新電力の設立・運用など、発電した電力につい

て地域内で利用する方法の確立、FIT 期間が終了した既存の風力発電施設の最大限の活
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用を図る。CO2排出量削減効果は 3,385 t-CO2である。 

 

④バイオマス（廃棄物系バイオマス） 

 バイオマス産業都市構想にある集中型バイオガスプラント 2 基について、FIT 期間終

了後は発電した電力を地域内で利用する。CO2 排出量削減効果は 2,740 t-CO2 である。 

 

⑤バイオマス（木質バイオマス） 

 ポテンシャル算定に用いた林地残材、切り捨て間伐材等のほか、バイオガスプラント

参加農家の用いる敷料が“おが粉”から再生敷料に置き換わることを想定し、そうした

“おが粉”の原料分を加えた木質バイオマスの最大限の活用を図る。CO2排出量削減効果

は 2,456 t-CO2である。 

 

 小水力発電、雪氷冷熱、地中熱については、目標値は設定しないが、導入に向けた検

討・情報収集を続けるものとする。 

  



28 

 

9．事業者の省エネの事例 （本編 p.53） 

 事業者等に取組の明確なイメージを持ってもらうためには、具体的事例を提示するこ

とが重要である。下記に「一般社団法人 省エネルギーセンター」が出している「経営

改善につながる省エネ事例集」から事業者における省エネの取組の一例を挙げる。 

出典：一般社団法人 省エネルギーセンター「経営改善につながる省エネ事例集 2022」 

 

 改善手法は「コストをかけずに実行できる運用改善」と「更なる効率化に向けた投資

改善」に分けられ、投資改善項目のほうは回収期間も示されている。また、事例集には

様々な業種の取組が掲載されている。 
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10．ブルーカーボン （本編 p.56） 

 ブルーカーボンとは、「藻場・浅場等の海洋生態系に取り込まれた炭素」を指し、吸

収源対策の新しい選択肢となっている。ブルーカーボンを隔離・貯留する海洋生態系（ブ

ルーカーボン生態系）として、海草藻場（アマモ、スガモ等）、海藻藻場（コンブ、ワカ

メ）、湿地・干潟、マングローブ林が挙げられる。 

 国の地球温暖化対策計画では、「ブルーカーボンによる温室効果ガスの吸収・固定量

の算定方法は、一部を除き確定していないことから、これらの算定方法を確立し、温室

効果ガス排出・吸収目録（インベントリ）のための IPCC ガイドラインに追記できるよ

う研究を進めるとともに、効果的な藻場・干潟の保全・創造対策、回復等を推進する」

とされている。 

 浜中町では、浜中漁協、散布漁協によりコンブ藻場の造成が以前から進められており、

釧路振興局も 2022 年 9 月、管内沿岸の市町、漁協、研究機関と連携して藻場を整備し、

水産資源育成と炭素吸収量確保の両立を図るため、「釧路管内ブルーカーボン推進検討

協議会」を設立している。 

 

※排出量・吸収量報告の対象になるブルーカーボンは➅または⑤、➅ 

出典：ブルーカーボンについて（環境省、2022 年 3 月） 

 

 


